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中期経営計画「Morita Growth 2030」の策定に関するお知らせ 
 

当社は、2030 年度を最終年度とする新たな中期経営計画「Morita Growth 2030」を策定いたしま

したので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．前中期経営計画［2019 年度～2025 年度］の総括 

前中期経営計画「Morita Reborn 2025」（2019 年度～2025 年度）では、「グローバルな総合防

災ソリューション企業へ」を掲げ、既存事業の収益力強化、海外事業・新規事業の育成・拡大、

基礎研究力・商品開発力の強化などの基本方針のもと、各種施策を推進してまいりました。 

その結果、全セグメントにおいて売上高・営業利益の過去最高を更新し、経営数値目標に掲

げた「営業利益率 12％」、「DOE 2.5％以上を目安」、「営業利益の過去最高の更新」を達成する

など、経営基盤の強化を着実に進めることができました。また、Bronto Skylift 社を中心とし

た海外事業の成長や研究開発基盤の強化、大阪・関西万博における次世代技術の実証など、将

来の成長に向けた基盤整備も進展いたしました。 

一方で、防災・環境分野における社会課題の多様化や技術革新の進展により、当社グループ

が果たすべき役割はますます大きくなっております。 

 

２．新中期経営計画［2026 年度～2030 年度］の概要 

当社グループは、「安心」を支える技術と絶えざる挑戦で人と地球のいのちを守るというパー

パスのもと、消防・防災・環境分野において社会課題の解決に取り組んでおります。 

新中期経営計画「Morita Growth 2030」では、「革新力で防災の高度化と持続可能な社会を実

現し、新たな成長ステージへ」を基本コンセプトとして掲げました。 

消防車輌事業および防災事業を成長牽引領域として位置付けるとともに、イノベーションに

よる差別化と高付加価値化、海外事業の拡大、人財・研究開発・ガバナンスの強化を通じて、

持続的な成長と企業価値向上を目指してまいります。 

 

３．基本方針 

革新力で防災の高度化と持続可能な社会を実現し、新たな成長ステージへ 

① ビジネスモデルの進化 

② イノベーションによる差別化と高付加価値化 

③ 経営基盤の強化 

 



４．経営数値目標 

① 売上高    1,500 億円 

② 営業利益   200 億円 

③ ROE（自己資本利益率）  10％以上 

④ DOE（株主資本配当率）  3.5％以上を目安 

⑤ 成長戦略投資枠   620 億円（M&A を含む） 

 

なお、中期経営計画の詳細につきましては、本日公表いたしました「Morita Growth 2030」

をご参照ください。 

 

（注）本資料に記載されている経営目標や事業戦略等の将来に関する記述は、当社が現在入手

している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

 

以 上 



M orita  
G row th 

2030 （ 2026年度～2030年度）  

2026年6月22日 

（ 証券コ ード ： 6455）  
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119  

119年の歴史を 礎に、  

次の成長 ス テージへ挑戦し てま いり ま す。  

皆さ ま の長 年にわたる ご支援に心よ り 感謝いたし ま す。  

MORITA MUSEUM 
モリ タ の創業から の歩みを  
わかり やすく お伝えし ま す 

2 

https://w w w .m orita119.com /m useum / 

https://www.morita119.com/museum/


M orita  G row th 2030 
（ 2026～2030年度）  

 1 

M o rita  Reb o rn 2025  2 

3 

（ 2019～2025年度）  

CONTENTS 

3 



 1 

 企業概要 

 モリ タ  フィ ロ ソ フィ ー 

 価値創造プロ セス  

 資本の特長  

 マテリ アリ ティ （ 重要課題）  

4 
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株式会社モリ タ ホールディ ングス   社名 

MORITA HOLDINGS CORPORATION 英文名称 

1907（ 明治40） 年4月23日 創業 

1932（ 昭和7） 年7月23日 設立 

代表取締役 社長 執行役員       加藤 雅義 

代表取締役 副社長 執行役員  福西 宏之 
代表者 

47億4,612万円 資本金 

1,166億円（ 2026年3月期）  連結売上高 

1,786名（ 2026年3月期）  連結従業員数 

13社 連結子会社 

2社 持分法適用会社 

5社 その他グループ会社 

5 
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消防車輌 

61%  

防災 

21%  

産業機械 

6%  

環境車輌 

12%  

2025年度 

売上高 

消防車輌 

53%  
防災 

33%  

産業機械 

6%  

環境車輌 

8%  

2025年度 

営業利益 

営業品目 グループ会社 事業 

消防車両 
消防車両メ ンテナンス  

モリ タ  

モリ タ テク ノ ス  

Bronto  Skylif t 

消防車輌 

消火設備 
消火器 

モリ タ 宮田工業 防災 

産業廃棄物処理機 
リ サイ ク ルプラ ント  
各種ごみ処理施設 

モリ タ 環境テッ ク  産業機械 

衛生車 
塵芥車 
環境保全車両 

モリ タ エコ ノ ス  環境車輌 

6 

売上高 

営業利益 
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パーパス （ 社会における 存在理由）  

 
「 安心」 を 支える 技術と 絶えざる 挑戦で 
人と 地球のいのちを 守る  

ビジョ ン （ 実現し たい社会と あり たい姿）  

 
安全で住みよ い豊かな社会へ貢献し  
感謝さ れ、 愛さ れる 企業 

バリ ュ ーズ（ 大切にすべき 価値観）  

 
 お客様と 社会から の信頼 
 真摯な企業経営 
 挑戦と 成長  
 飽く なき 革新力 
 多様性の尊重 
 自然、 社会と の共生 

Pu rp ose  
パーパス  

Vision  
ビジョ ン 

Va lues 
バリ ュ ーズ 

7 
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特長  資本 

持続的成長 を支える 安定的収益基盤と 財務健全性 
 消防・ 防災・ 環境イ ン フ ラ 事業によ る 安定的な収益基盤 

 研究開発、 設備投資を 継続でき る 財務健全性 

 安定的な配当を 支える キャ ッ シュ 創出力 

    財務資本 

消防・ 防災・ 環境分野で培った専門技術と ノ ウ ハウ の蓄積 
 日本最大級の総合実験場を 備えた研究開発施設 

 消防、 防災、 環境分野で培われた技術・ ノ ウ ハウ  

 国内外の法規制・ 安全基準・ 消防仕様に関する 知見 

 現場ニーズを 製品に反映し てき た開発・ 設計の知的蓄積 

    知的資本 

高度な開発・ 生産設備と カス タ マイ ズ対応力を備えた製造基盤 
 アジア最大規模の消防車両工場 

 多品種・ 高度カス タ マイ ズに対応でき る 生産技術 

 オート メ ーショ ン 化さ れた効率的な生産施設 

 信頼性・ 耐久性を 重視し た品質管理体制 

    製造資本 

現場起点の提案力と 技術力を支える 人財基盤 
 消防・ 防災・ 環境と いう 現場起点で鍛えら れた技術者・ 開発人財 

 安全・ 安心を 最優先と する 価値観を 共有し た人財 

 顧客と 伴走する サービ ス ・ 提案力 

    人的資本 

消防・ 防災・ 環境分野で築いた信頼と ネッ ト ワ ーク 基盤 
 全国の消防本部、 自治体、 官公庁と の長 期的な信頼関係 

 「 消防・ 防災と いえばモリ タ 」 と いう ブラ ン ド 認知 

 海外市場における 消防車両の事業ネッ ト ワ ーク  

 信頼関係の厚いサプラ イ ヤーおよ び代理店ネッ ト ワ ーク  

    社会・ 関係資本 

自然資本と 共生する 持続可能な事業運営 
 環境保全と 事業成長 の両立 

 製品ラ イ フ サイ ク ル全体での環境負荷低減 

    自然資本 

当社グループは、 パーパス 実現に向け、 中長 期視点でレ ジリ エンス （ 環境変化への適応力

と 事業継続力） と 持続的成長 を支える 経営資本の充実に取り 組んでいま す。  
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企業価値への寄与 
KGI 

（ 目標達成指標）  
目指す姿・ 方向性 

マテリ アリ ティ  
（ 重要課題）  

 コ ス ト 削減と 炭素税リ ス ク の低減 

 規制や顧客要請への対応力強化 
GHG排出量削減率 気候変動を はじ めと する  

環境課題の解決に貢献し 、  

人と 地球のいのちを 守る  

環境価値を 創る  1 

 技術開発力の強化 

 製品付加価値の向上と 差別化 

環境配慮型製品の 

ラ イ ンアッ プ拡充 

 創造性およ び生産性の向上 

 採用競争力の強化と 離職率の低下 

従業員エンゲージメ ント  

ス コ ア 

すべての従業員が 

希望を も って成長 し 、  

持てる 力を 発揮でき る  

環境を つく る  

人を育み活かす 2 

 人的投資によ る 付加価値の向上 

 競争優位性の強化 
人的資本ROI 

 企業価値毀損リ ス ク の低減 

 顧客・ 取引先から の信頼感向上 

コ ンプラ イ アンス ／法令遵守の

徹底 コ ンプラ イ アンス と  

人権尊重を 含む 

コ ーポレ ート ガバナンス の 

実効性を 継続的に高める  

ガバナンス を 深める  3 

 従業員の心理的安全性の確保 

 サプラ イ チェ ーンリ ス ク の低減 

自社およ びサプラ イ チェ ーン の

人権尊重 

 意思決定の質の向上 

 資本効率を 重視し た経営の推進 
取締役会の実効性 

持続的な企業価値向上を実現する ため、 実効性の観点から マテリ アリ ティ を見直し ま し た。  



M orita  Reb o rn 2025  

 概要  

 基本方針（ レ ビュ ー）  

 経営数値目標（ レ ビュ ー）  

2 
（ 2019～2025年度）  

11 
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䐪 概要 

前 中期経営計画 概要 

基本方針 経営数値目標（ 2025年度）  

➊ 既存事業の収益力強化 

➋ 海外事業・ 新規事業の育成、 拡大 

➌ 基礎研究力・ 新商品開発力の強化 

➍ 革新力を 持っ た人財の育成 

➎ CSR活動の推進 

Morita  Reb orn  2025（ 2019～2025）  

営業利益率 

12％ 

成長 戦略投資枠
（ M&Aを含む）

200億円 

ROE 

10％ 

営業利益 
過去最高の更新 

DOE 

2.5％以上を 目安 
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䐪 基本方針（ レ ビュ ー）  

成果 基本方針 

過去最高業績の更新 
 全セグメ ント で売上高・ 営業利益と も に過去最高を更新 

➊ 既存事業の収益力強化 

海外事業・ 新規事業の成長  
 海外子会社の成長  

 海外規格に適合し たはし ご車の開発、 販売 

 大型消火設備案件に対応でき る 体制の強化 

➋ 海外事業・ 新規事業の育成、 拡大 

新商品開発の進展 
 研究開発拠点の設立 

 大阪・ 関西万博における 指揮支援シス テムの実証実験 

 消防車・ 塵芥車の電動化 

➌ 基礎研究力・ 新商品開発力の強化 

人財育成と 組織面の強化 
 階層別研修・ 中核人財育成プロ グラ ムの実施 

 女性やキャ リ ア人財など、 多様な人財の採用を推進 

 新事業開発の専任部署を新設 

➍ 革新力を持った人財の育成 

サス テナビ リ ティ 経営への発展 
 モリ タ  フ ィ ロ ソ フィ ーを制定 

 サス テナビリ ティ 委員会を 発足 

 マテリ アリ ティ を特定し 、 グループ横断の取り 組みを 推進 

➎ CSR活動の推進 

  成長 戦略の着実な実行   人財への継続的投資   経営資源の戦略的配分 

継続テーマ 

基本方針に基づく 施策を着実に実行し た結果、 収益基盤およ び成長 基盤の強化が進展し 、

持続的成長 に向けた経営基盤の整備が着実に進みま し た。  
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䐪 経営数値目標（ レ ビュ ー）  

869  
847  836  813  

952  

1,117  
1,166  

89  89  81  
51  

95  
137  155  

10.2  10.5  

9.7  

6.2  

9.9  

12.3  
13.3   
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1,000

1,200

1,400

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

売上高 営業利益 営業利益率（ 右軸）  
2025年度 

実績 
Morita  Reb orn 2025 

目標値 
経営数値目標 

13.3％ 12％ 営業利益率 

9.6％ 10％ ROE 

3.0％ 
2.5％ 

以上を 目安 
DOE 

155億円 
（ 過去最高）  

過去最高の更新 営業利益 

累計50億円 200億円 
成長 戦略投資枠 
（ M&Aを 含む）  

連結業績 

（ 億円）  （ ％）  

～ ～ 
150  

89  89  
81  

51  

95  

137  

100  

50  

155  

営業利益率、 DOE、 営業利益(過去最高の更新) で経営数値目標を達成。  



M orita  G row th 2030 

 M o rita  G row th 2030の全体像 

 事業戦略 

 経営基盤の強化 

 財務戦略 

3 
（ 2026～2030年度）  

15 



M orita  G row th 2030 

 M o rita  G row th 2030の全体像 

 事業戦略 

 経営基盤の強化 

 財務戦略 

3 
（ 2026～2030年度）  

16 
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年度 

売上高 

億円 
年度 

売上高 

億円 2018年度 

売上高 

915億円 

䐪 基本的な考え方 

17 

➊ ビ ジネス モデルの進化 
 マーケッ ト イ ン によ る 顧客課題解決に向けたソ リ ュ ーショ ン ビ ジネス の確立 
 顧客基盤を 活かし た継続的・ 安定的収益成長 を 実現する ス ト ッ ク 型ビ ジネス の拡大 
 強みを 持つコ ン ポーネン ト の販売によ る 市場開拓 

➌ 経営基盤の強化 
 人財・ 組織 ： 成長 戦略を 支える 人財基盤の強化 
 研究開発  ： 競争優位性獲得にフ ォ ーカス  
 ガバナンス  ： 企業価値向上に向けたガバナンス の深化 

➋ イ ノ ベーショ ンによ る 差別化と 高付加価値化 
 環境負荷を 低減する 技術の開発 
 AIと ロ ボティ ク ス の応用 
 製品と サービ ス のDX化 
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䐪 目標 

2030年度 目標値 2025年度 実績 経営数値目標 

1,500億円 1,166億円 売上高 

200億円 155億円 営業利益 

13.3％ 13.3％ 営業利益率 

10％以上 9.6％ ROE 

3.5％以上を目安 3.0％ DOE 

620億円 累計50億円 成長 戦略投資枠 

合計 環境車輌事業 産業機械事業 防災事業 消防車輌事業 セグメ ント 別目標 

1,500億円 
+4.8％ 

160億円 
+3.6％ 

80億円 
+4.2％ 

400億円 
+10.0％ 

860億円 
+3.7％ 

売上高 
CAGR（ 2025→2030年度）  

200億円 
+5.2％ 

15億円 
+2.9％ 

12億円 
+5.9％ 

60億円 
+3.3％ 

113億円 
+6.6％ 

営業利益 
CAGR（ 2025→2030年度）  

13.3％ 9.3％ 15.0％ 15.0％ 13.1％ 利益率 

620億円 40億円 30億円 200億円 
(M&Aを含む) 

350億円 
(M&Aを含む) 

成長 投資 

18 

成長 牽引領域 

※CAG R： 2025年度から 2030年度ま での年平均成長 率 

※金額は億円未満を 四捨五入し て表示し ており ま す。  
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Low                                                           High  

䐪 事業ポート フ ォ リ オ 

売
上
高 

営業利益率 19 

 
High  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      
 

Low  

成長 牽引領域 

消防車輌事業 

防災事業 

産業機械事業 環境車輌事業 

短期的に利益率は低下する も 、  

先行投資によ り 事業拡大を推進 

2030年度 
目標 

2025年度 
実績 

2018年度 
実績 

セグメ ント  

860億円 717億円 546億円 売上高 

消防車輌
事業 

13.1％ 11.4％ 11.5％ 利益率 

400億円 250億円 216億円 売上高 

防災事業 

15.0％ 20.4％ 9.8％ 利益率 

80億円 65億円 47億円 売上高 

産業機械
事業 

15.0％ 13.8％ 8.1％ 利益率 

160億円 135億円 106億円 売上高 

環境車輌
事業 

9.3％ 9.6％ 7.4％ 利益率 

2018年度（ 実績）    2025年度（ 実績）    2030年度（ 目標）  

海外売上 
比率 

32％ 

消防車輌事業と 防災事業を「 成長 牽引領域」 と し て位置付け、  

中長 期的な視点で経営資源を重点配分し ながら 、 2030年度目標の達成を目指し ま す。  

2030年に向けた事業ポート フ ォ リ オ戦略のイ メ ージ 

海外売上 
比率 

43％ 

※バブルの大き さ は売上高の規模を イ メ ージ 
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䐪 方針 

20 

経営基盤 

事業戦略 

方針 セグメ ント  

 安全な消防活動を 支える ための製品・ サービ ス の進化 

 国内事業の収益拡大と 海外事業の成長 を 加速 

消防車輌事業 
モリ タ ／モリ タ テク ノ ス ／Bron to  

 消火設備領域の拡充と 防災技術の高度化を 推進 

 多様な社会課題の解決を 支える 防災ソ リ ュ ーショ ンを 確立 

防災事業 
モリ タ 宮田工業 

 循環型社会の需要の高ま り を 捉えた事業基盤の強化 

 開発から 保守ま でを 支える ト ータ ルサポート 体制の深化 

産業機械事業 
モリ タ 環境テッ ク  

 環境変化に対応し た車両開発と 顧客価値向上に向けた商品力の強化 

 製品供給の効率化と サービ ス 体制の強化によ る 市場優位性の確立 

環境車輌事業 
モリ タ エコ ノ ス  

取り 組み 

➀ 成長 領域への専門人財の拡充 
➁ 成長 戦略を 支える 人財育成の強化 
➂ 挑戦と 持続的成長 を 支える 組織力の強化 

 人財・ 組織 

➀ 既存事業の競争力強化に資する テーマの厳選 
➁ オープンイ ノ ベーショ ンも 活用し た新規事業のシーズ開拓 

 研究開発 

➀ 取締役会の実効性向上 
➁ リ ス ク 管理の高度化によ る 事業継続リ ス ク の低減 

 ガバナンス  

成
長
牽
引
領
域 

※各取り 組みの詳細はP.30～34に記載 
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䐪 M&A・ アラ イ アンス  

期待効果 想定手段 タ ーゲッ ト 資源 戦略テーマ 

 グロ ーバル展開の加速 
 海外収益基盤の強化 

 現地企業と の提携 
 資本業務提携 
 M&A 

 海外販路 
 現地顧客基盤 
 販売・ サービ ス ネッ ト ワ ーク  

海外事業拡大 1 

 商品・ サービ ス の差別化 
 ソ リ ュ ーショ ン 提案力の強化 

 技術提携 
 共同開発 
 M&A 

 AI・ 制御技術 
 センシング 
 ソ フ ト ウ ェ ア開発力 
 先端防災技術 

差別化技術・  
ソ リ ュ ーショ ン 強化 

2 

 グロ ーバル展開の加速 
 開発力・ 提案力の強化 
 供給力・ 施工対応力の向上 
 サービ ス 体制の強化 

 協力会社・ パート ナー企業 
と の連携 

 M&A 

 DX人財、 グロ ーバル人財 
 専門技術者 
 施工体制・ 人財 
 保守・ メ ン テナンス 人財 

人財拡充 3 

 新市場の創出 
 事業領域の拡大 

 共創や共同開発 
 異業種と の連携 

 新たな防災領域に関する  
知見・ 顧客接点 

 環境ソ リ ュ ーショ ン 領域に 
 関する 技術・ ノ ウ ハウ  

新領域開拓 4 

21 

中長 期的な成長 戦略の実現に向け、 M&A・ アラ イ アンス を通じ て技術・ 人財・ 市場など

の外部資源によ って補完し 、 事業基盤およ び競争優位性の強化を図り ま す。  



M orita  G row th 2030 

 M o rita  G row th 2030の全体像 

 事業戦略 

 経営基盤の強化 

 財務戦略 

3 
（ 2026～2030年度）  

22 
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䐪 強みを活かし たシナジーの創出 

23 

消防車輌事業 

産業機械事業 防災事業 

環境車輌事業 

再生力・  
資源循環の 
高度化 

 災害現場での即応・ 機動力 
 指揮・ 可視化・ 高度化 
 国内外での実装実績 

消防力・  
防災力の 
高度化 

シナジーの 

創出によ る 成長  

現場対応の要 

再生・ 復旧を 支える  

 災害廃棄物処理 移動式切断機 
 資源循環・ 再生 
 産業・ 都市機能の早期回復 

災害の予防と 被害の最小化 

 消火設備・ 消火器 
 工場・ イ ンフ ラ 防災、 BCP対策 
 災害の未然防止・ 拡大抑止 

都市・ 生活を 持続的に支える  

 衛生・ 塵芥・ 特装車 
 平時と 有事の社会イ ンフラ を支援 

給水車、 入浴車、 ト イ レ カー 
 脱炭素・ 省人化対応 

「 災害」 「 環境」 対応の最前線で培っ た「 技術」 「 知見」 「 実装力」 を 社会全体へ展開 

総合防災メ ーカーと し て、 各種災害の「 予防・ 対応・ 復旧」 を一気通貫で提供でき る  

事業モデルを目指し ま す。  
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 䐪 消防車輌事業➀ 

 安全な消防活動を支える ための製品・ サービス の進化 

 国内事業の収益拡大と 海外事業の成長 を加速 

災害の激甚化・ 頻発化に加え、 カーボンニュ ート ラ ルへの対応（ 環境負荷低減） 、 消防業界における 高齢化・

人手不足への対応、 なら びに隊員一人ひと り の安全・ 安心の最大化が課題。  
外部環境 

100年以上の歴史で培っ た現場適応力と 、 全国の消防現場で採用さ れる 高いシェ アと 信頼性を 基盤と し た、

最新技術を 実装し 続ける 開発力。  
強み 

取り 組み（ 国内）  

1 
市場の開拓と 製品

の次世代化 

 重要イ ンフ ラ 市場への事業拡大 
コ ンビナート や原子力、 空港施設、 中央省庁など に向け、 現場ニーズに特化し た車両・ 装備の展開。  

 カーボンニュ ート ラ ル社会への貢献 
EV・ FCVなど 、 次世代環境対応車両の開発およ び市場投入。  

2 
消防活動を支える  

製品・ サービ ス の事業化 

 消防現場における 「 隊員の安全・ 安心」 の最大化 
現場情報のリ アルタ イ ム共有によ る 指揮・ 判断の高度化と 、 隊員一人ひと り の位置や健康状態を可視
化する こ と で、 過酷な災害現場における 「 隊員の安全・ 安心」 を最大化する 次世代指揮支援シス テム
を展開。 ま た、 導入後の継続的な機能拡張や運用支援を通じ て、 提供価値の高度化を 図る 。  

3 
車両信頼性と  

保守サービ ス のDX 

 緊急出動に向けた車両信頼性の担保 
IoTやAIを活用し た遠隔モニタ リ ングによ り 、 異常検知・ 故障診断の高度化と 、 計画的な予防メ ンテ
ナンス の実施。  

 サービス 品質の向上と 効率化 
デジタ ル技術やAIを活用し た作業支援によ り 、 点検・ 修理品質の向上と 業務効率化を 推進。  

方針 

24 

環境認識（ 国内）  

凡例： ● 新規領域・ 海外展開など の成長  ● 既存事業の強化 ● 新規領域・ 海外展開など の成長 が主 ● 既存事業の強化が主 ● ● 

● 

2030年度目標  

売上高 860億円  営業利益 113億円  
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環境認識(海外) 

 䐪 消防車輌事業➁ 

25 

欧州を はじ めと する 先進国での安定的な更新需要に加え、 東南アジア・ 中東・ アフ リ カ地域を 中心と し た

新興国における 消防車両への需要の拡大。  
外部環境 

強み 

取り 組み（ 海外）  

モリ タ グループの高い技術力・ 品質信頼性・ ブラ ンド 力と 、 多様な法規制や地域ごと の運用環境に対応する

高度な設計適応力。  

1 
技術優位モデルの 

グロ ーバル展開 

 独自のコ ア技術を武器と し た競争優位性の確立 
はし ごモジュ ールやEVポンプユニッ ト など の販売を 推進し 、 各市場への浸透を 加速。 戦略的提携やM&A
を活用し 、 技術力・ 商品競争力の強化を 図る 。  

日本品質・ 高信頼性によ る 海外市場での競争優位性の確立 
モリ タ 品質消防車の海外展開を 推進し 、 アジア圏を中心と し た高付加価値領域での競争優位性を確立。  

2 
強固な販売・ 供給・  

サービ ス 体制の構築 

 強固な販売・ 供給体制の構築 
販売・ サポート 網の拡充に加え、 戦略的提携やM&Aを 活用し 、 グロ ーバルでの強固な事業基盤を確立。  

 現地適応力を高めた市場シェ アの拡大 
各国の法規制や運用環境に適合し た製品仕様を柔軟に提供。 現地パート ナーと の連携を深め、 地域の課
題解決に直結する 提案営業を推進。  

3 
生産・ 供給効率の 

最大化 

 生産・ 供給効率の最大化 
各国の法規制へ迅速に対応でき る 供給体制の整備と 、 国内・ 海外工場再編によ る 生産性向上。  

● 

凡例： ● 新規領域・ 海外展開など の成長  ● 既存事業の強化 ● 新規領域・ 海外展開など の成長 が主 ● 既存事業の強化が主 ● ● 

● 

消防車輌事業における 海外売上比率 

2025年度  32%  から  2030年度 43％へ伸長  
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 ――消防車輌事業➂ 

ー グロ ーバル展開 ー 

はし ごモジュ ールを軸と し た高付加価値製品の展開によ り 、 競争優位性を強化 

販売・ サポート 網の拡充と パート ナー連携を 通じ て、 グロ ーバル事業基盤を 構築 

エリ ア戦略イ メ ージ 

26 

Bron to  Skylif t 
 グロ ーバル全域 

モリ タ  
× 

グロ ーバルパート ナー     
モリ タ  
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2030年度目標  

売上高 400億円  営業利益 60億円  

 消火設備領域の拡充と 防災技術の高度化を推進 

 多様な社会課題の解決を支える 防災ソ リ ュ ーショ ンを確立 

 䐪 防災事業 

方針 

環境認識 

火災リ ス ク の複雑化や企業のBCP対応ニーズの高ま り に伴う 重要イ ンフ ラ ・ 工場向け消火設備の需要拡大と 、

PFASなど の有害物質に対する 法規制強化を 背景と し た環境対応型防災製品へのニーズの高ま り 。  
外部環境 

強み 

1 
防災ソ リ ュ ーショ ン の

高度化・  

収益モデル展開 

 BCP対応ニーズに応える 高付加価値防災ソ リ ュ ーショ ンの構築 
設計から 保守ま での一貫体制と 専門技術基盤の高度化を通じ 、 顧客の事業継続を 支える 高難度・ 高付加
価値防災ソ リ ュ ーショ ンへの対応力を強化。  

 ス ト ッ ク ビジネス の強化 

施工・ 保守データ と ノ ウ ハウ を活用し た保全・ ソ リ ュ ーショ ン提案によ り 、 長 期的なパート ナーシッ プの構
築。  

2 
次世代 

防災ソ リ ュ ーショ ンの 

創出と 展開 

 Non -PFAS製品の拡充と 普及 
環境規制への迅速な対応を進め、 多種多様なNon-PFAS消火薬剤・ 製品のラ イ ンアッ プを早期拡充し 、
競争優位を確立。  

 次世代型自動消火設備の展開 
先進防災技術を活用し た「 異常検知・ 自動消火シス テム」 の実用化と 市場投入。 戦略的提携やM&Aを
活用し 、 独自の技術基盤を拡充。  

3 
生産体制と 事業基盤の

強化によ る  

収益基盤の強靭化 

 高度生産基盤への再編  
生産基盤の高度化を通じ 、 柔軟かつ高効率な生産体制を構築。 消火器・ 資源循環拠点およ び消火設備
製作機能の最適配置を 進め、 効率性と 供給能力の両立を目指し た生産体制の再編を進める 。  

 消火設備領域基盤の強化 
人財・ 技術・ 施工/供給体制の強化を 通じ 、 消火設備領域の事業拡大を推進。 あわせて、 戦略的提携や
M&Aを活用し 、 施工体制を 強化。  

取り 組み 

27 

消火器から 消火設備ま でを カバーする 製品ラ イ ンアッ プおよ び長 年培っ た施工技術・ メ ンテナンス 体制と 全国

販売網。 顧客課題に応じ たソ リ ュ ーショ ン提案力と 研究開発基盤。  

● 

● 

凡例： ● 新規領域・ 海外展開など の成長  ● 既存事業の強化 ● 新規領域・ 海外展開など の成長 が主 ● 既存事業の強化が主 ● ● 
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2030年度目標  

売上高 80億円  営業利益 12億円  

䐪 産業機械事業 

 循環型社会の需要の高ま り を捉えた事業基盤の強化 

 開発から 保守ま でを支える ト ータ ルサポート 体制の深化 

方針 

環境認識 

脱炭素・ 循環型経済への移行に伴い、 再生資源の高品質化およ び大型船舶のリ サイ ク ル対応の高ま り 。  

プラ ント 火災の増加やイ ンフ ラ 設備の老朽化。 労働者人口減少にと も なう 業界全体の労働力不足。  
外部環境 

鉄・ 廃棄物領域で培っ た高度な切断・ 破砕・ 選別技術力と 最適プロ セス を 構築する 開発力。  

開発から 施工、 保守ま でを 一貫提供する 全国対応のト ータ ルサポート 体制。  
強み 

取り 組み 

28 

1 
循環型社会における  

新たな成長 領域への 

市場展開 

 戦略的な新市場へのソ リ ュ ーショ ン展開 
シッ プリ サイ ク ルにおける 新たな環境対応領域への展開と 、 高品質ニーズに対応し た高度選別技術を推
進。 あわせて、 保有技術と の融合によ り 、 新領域へのソ リ ュ ーショ ン展開を 図る 。  

 次世代型リ サイ ク ルプラ ント の開発 
破砕・ 選別ラ イ ンの設計・ 施工体制を強化し 、 一括受注型ソ リ ュ ーショ ンを 確立。 あわせて、 自動化・
省人化を組み込んだプラ ント 開発によ り 、 労働力不足に対応し 、 高付加価値なソ リ ュ ーショ ンを提供。  

2 
戦略的提携によ る  

事業領域拡大と  

技術開発の推進 

 パート ナーシッ プによ る ソ リ ュ ーショ ンの高度化 
アラ イ アンス を機動的に活用し 、 独自の切断・ 破砕・ 選別技術と 周辺技術を 融合。 事業領域の拡大と 高
度化を加速。  

 グループシナジーによ る 技術開発の推進強化 
グループの防災技術を 応用し 、 火災リ ス ク 低減によ る 顧客の安全・ 安心と BCP対応力の強化を 実現。  
さ ら に、 省エネ環境性能の高効率化を実現する 技術開発を 推進し 、 競争優位性を 確立。  

3 
高付加価値なト ータ ル 

サポート 体制の深化 

 開発から 保守ま で一貫し て担う ト ータ ルサポート 体制の深化 
製品提供にと どま ら ず、 開発・ 設計・ 施工・ 保守を一貫し て担う 体制を基盤に、 顧客の安定操業を 支え
る 。 デジタ ル技術・ AIを活用し た作業支援によ る 点検・ 修理品質の向上と 、 設備リ ノ ベーショ ン・ リ
ニュ ーアルを含む高付加価値なト ータ ルサポート 体制を深化。  

● 

● 

凡例： ● 新規領域・ 海外展開など の成長  ● 既存事業の強化 ● 新規領域・ 海外展開など の成長 が主 ● 既存事業の強化が主 ● ● 
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䐪 環境車輌事業 

 環境変化に対応し た車両開発と 顧客価値向上に向けた商品力の強化 

 製品供給の効率化と サービス 体制の強化によ る 市場優位性の確立 

方針 

環境認識 

脱炭素対応や環境規制の要請の高ま り 。 収集等業務の労働力減少を 背景に、 省人・ 省力化やデジタ ル活用に 

よ る 効率化・ 安全性向上へのニーズが拡大。 塵芥車需要の増加に対し 、 業界全体の供給対応の遅れ。  
外部環境 

業界で培っ た技術力を 活かし 、 車両開発から 整備・ 保守ま でを 一貫提供する ト ータ ルサポート 力。  

全国に広がる 自社ネッ ト ワ ーク を 基盤に、 現場起点でニーズを 捉え、 顧客と 共に課題を 解決する 顧客価値提案力。  
強み 

1 
市場ニーズに対応し た

商品力の強化 

 現場課題に対応する 高機能モデルの開発 
普通免許対応車や高積載モデルなど 、 人手不足と いっ た現場課題に対応し た最適モデルの開発・ 拡充を
進め、 市場ニーズへの対応力を 強化。  

 DXによ る 収集・ 運用の最適化と 脱炭素（ 電動化など ） 対応の推進 
DXを活用し 、 収集業務の最適化や車両管理を含む運用全体の高度化に向けたソ リ ュ ーショ ンを展開。   
あわせて、 電動化など によ る 脱炭素への対応を推進。  

2 
サービ ス 対応の強化と  

ス ト ッ ク ビ ジネス の構築 

安定収益基盤の強化 

 アフ タ ーサービス 基盤の強化と デジタ ル活用によ る 予防保全 
自社ネッ ト ワ ーク を基盤にアフ タ ーサービス 体制を強化。 デジタ ル技術（ IoT、 AIなど ） を 活用し 、 異常
検知・ 故障診断の高度化によ る 予防メ ンテナンス を推進。  

 パート ナー型ス ト ッ ク ビジネス の構築 
メ ンテナンス パッ ク など の導入によ り 、 車両の保守・ 点検・ 運用支援を 継続的に提供。 顧客と の関係   
強化およ び長 期契約の獲得によ り 、 パート ナー型ス ト ッ ク ビジネス を構築。  

3 
設計・ 生産基盤強化     

によ る  

生産能力の拡充 

 設計の共通化・ 標準化によ る 供給力強化 
設計の共通化・ 標準化およ びユニッ ト 化を推進し 、 柔軟な生産を可能と する 設計仕様を確立。 生産性の
向上と 供給力の強化を 図る 。  

 デジタ ル活用と 自動化によ る 生産性・ 収益性の向上 
製造のデジタ ル連携によ る 工程管理の高度化と 最適化を推進。 自動化を 活用し た平準化と ロ ス 削減を   
通じ て供給力を強化し 、 原価低減・ 納期短縮によ る 収益性向上を図る 。  

取り 組み 

29 

● 

● 

凡例： ● 新規領域・ 海外展開など の成長  ● 既存事業の強化 ● 新規領域・ 海外展開など の成長 が主 ● 既存事業の強化が主 ● ● 

2030年度目標  

売上高 160億円  営業利益 15億円  



M orita  G row th 2030 

 M o rita  G row th 2030の全体像 

 事業戦略 

 経営基盤の強化 

 財務戦略 

3 
（ 2026～2030年度）  

30 
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31 

モリ タ グループにおける 「 経営基盤強化」 の狙いは、 既存事業の収益力強化・ 持続的成長
の実現・ 新たな成長 領域の創出およ びグロ ーバル競争力向上を支える 「 土台づく り 」 䐪  

こ れら の取り 組みを通じ て、 グループの価値創造を支える 各種「 資本」 を高め、 中長 期の

企業価値向上につなげていき ま す。  

高付加価値化 持続的成長  グロ ーバル競争力 「 安心」 の提供 

マテリ アリ ティ  

財務資本  知的資本  製造資本  人的資本  社会・ 関係資本  自然資本 

人財・ 組織 研究開発 ガバナンス  

経営基盤強化 

開発 

 

 

製造 

 

販売 

サービス  

 
価値創造 

顧客 

データ  

社会 

案件 

知見 

自然 
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➂ マネジメ ント  ➁ 育成 ➀ 拡充 

エン ゲージメ ン ト 向上施策を
推進し 、 組織活力およ び生産
性の向上を 実現 

成長 戦略を 支える 専門性と 実
行力を 備えた人財の育成 

DX人財・ グロ ーバル人財・ 消
防設備士など、 成長 戦略に資
する 専門人財の拡充 

取り 組み 

 挑戦を 後押し する 組織風土の
醸成 

 成長 機会の提供によ る 、 自律
型・ 専門人財の育成 

 海外赴任制度の再設計 

取り 組み 

 専門ス キル教育強化 
 グロ ーバル人財育成体系構築 
 サク セッ ショ ンプラ ンの継続

的な実行 

取り 組み 

 処遇・ 制度競争力強化 
 採用チャ ネルの多様化 
 成長 機会の提供によ る 定着力

の強化 

 䐪 成長 戦略を支える 人財基盤の強化 

32 

成長 戦略実現に向けた人的資本投資を 推進 

➀ 成長 領域への専門人財の拡充 

➁ 成長 戦略を支える 人財育成の強化 

➂ 挑戦と 持続的成長 を支える 組織力の強化 

経営戦略と 連動し た人財戦略を策定し 、 人的資本の最大化と 最適活用を通じ て、

持続的な企業価値向上に取り 組みま す。  
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 䐪 研究開発 

33 

技術の融合によ り  
新たなソ リ ュ ーショ ンを創出 

研究機関 大学 

協力企業 消防 

自治体 

消防・ 防災技術 

消防戦術・ 消火技術、 泡消火薬剤、  

消火設備、 炎検知 

イ ンテリ ジェ ント 制御技術 

AI、 制御・ センシング、 電動化 

自動化・ 無人化（ ロ ボティ ク ス ）  

デジタ ル・ 通信技術 

IoT、 通信技術、 バイ タ ル計測 

社会課題起点の研究テーマ創出・  

実装力強化のための連携 

３ つのアプロ ーチ 

基礎技術の 

強化 

外部知見の 

融合 

知の集約 
モリ タ ATIセンタ ーの活用 

開発力強化 
基礎技術の継続的研鑽と 研究者育成 

共創推進 
オープンイ ノ ベーショ ンによ る  

新技術・ 知見の導入 
  グループ内の技術・ ノ ウ ハウ を集約し 、  

新技術や新ソ リ ュ ーショ ン創出の起点と する 。  

 中長 期の技術競争力を支える コ ア技術を 

深化さ せる 。  

 自社単独では獲得が難し い技術・ 知見を 

取り 込み、 開発スピード を向上さ せる 。  

1 2 3 

災害現場の課題解決 環境課題への対応 安心・ 安全の実現 社会価値の実現：  

基盤技術の強化と 外部知見の融合によ り 、 社会課題の解決につながる 新たな製品・

サービス を継続的に創出し 、 モリ タ グループの成長 を支える 研究開発を推進し ま す。  
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➂ グループガバナンス  
    ・ サス テナビリ ティ  

➁ リ ス ク マネジメ ント  
     ・ コ ンプラ イ アンス   

➀ 経営監督機能の強化 

 
 
 
 
 

国内外グループを 含めた  
統治体制を 強化し 、  
持続的成長 を 支える  

 
 
 
 
 

リ ス ク の未然防止と  
迅速な対応によ り 、  
事業継続性を 確保 

 
 
 
 
 

取締役会の実効性向上と  
監督機能強化によ り 、  
企業価値向上を 実現 

 

取り 組み 

 海外子会社ガバナンス 強化 
 サス テナビ リ ティ 推進体制の

強化 
 人権デュ ーデリ ジェ ンス の 

推進 

 

取り 組み 

 コ ンプラ イ アンス 教育の強化 
 内部統制体制の高度化 
 全社横断リ ス ク 管理の推進 

 

 

取り 組み 

 取締役会実効性評価の継続  
実施 

 指名・ 報酬プロ セス の透明性
向上 

 サク セッ ショ ンプラ ン の推進 

 䐪 ガバナンス  

34 

持続的な企業価値向上に向けて、 実効性の高いガバナンス 体制を構築し 、 透明性・ 健全性

の高い経営を推進し ま す。   



M orita  G row th 2030 

 M o rita  G row th 2030の全体像 

 事業戦略 

 経営基盤の強化 

 財務戦略 

3 
（ 2026～2030年度）  

35 
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方針 

 高付加価値化のための研究開発投資 

 差別化戦略によ る 収益力の向上 

 生産性向上のための設備投資 

 新規事業によ る 市場の開拓 

 人財基盤の強化 

成長 戦略 

 保有意義が不十分である 政策保有株式の縮減 

 非事業性資産の最適化 

 有利子負債活用も 含めた柔軟な財務レ バレ ッ ジ

コ ント ロ ール 

 安定的な配当の継続およ び向上 

 自己株式取得を弾力的に実施 

財務戦略 

 株主・ 投資家と の対話推進 市場と の対話 

経営指標 

    ROE      ％以上 

2030年度 連結業績目標 

    売上高 億円 

    営業利益       億円 

株主還元 

    DOE ％以上を 目安 

36 

2026年度-2030年度 取り 組み方針 

䐪 資本コ ス ト や株価を意識し た経営の実現に向けた対応について 
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株主資本コスト
※5％～7％

䐪 資本コ ス ト や株価を意識し た経営の実現に向けた対応について 

10.2%  

8.4%  

6.7%  

4.9%  

6.9%  

10.1%  

9.6%  

ROE 
10.0%  
以上 

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

ROE ROE

※ 株主資本コストはCAPMに基づき算出（ 参考値）

10年国債の利回り 当社固有のリスク
ヒストリカル法と

インプライド法の平均＋ ×

リスクフリーレート β値 リスクプレミアム

ROE推移と Morita  Grow th  2030の目標 

37 

（ 年度）  

株主資本コスト

積極的な事業投資によ り 利益創出を図る と と も に、 株主還元の強化を通じ て資本効率を高め、 自己資本比率の適正化を進める 。  
あわせて、 借入を活用し た成長 投資によ り 財務レ バレ ッ ジを高める 。 こ れら の財務活動を通じ て、 ROEの向上を目指す。  

8.0% 7.4%

6.4%
4.9%

6.3%

8.5% 8.1%

3.7%
4.5%

6.5%
5.5%

6.0% 5.7%

0%

5%

10%

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

当期純利益率

モリタHD 製造業

0.75 0.69 

0.67 0.66 0.68 

0.78 0.80 

0.74 
0.65 

0.68 0.73 0.72 

0.70 

0.0

0.5

1.0

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

総資産回転率

モリタHD 製造業

1.7 1.6 1.5 1.5 1.5 1.5 1.4 

2.3 2.3 2.2 2.2 2.1 2.1 

0.0

2.0

4.0

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

財務レ バレ ッ ジ

モリタHD 製造業

（ 年度）  

（ 年度）  

（ 年度）  
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2026年度-2030年度 株主還元方針 

配当政策 

財務体質と 企業基盤の強化を図り つつ、  安定的な配当の継続およ び向上を基本

方針と し 、 DOE（ 株主資本配当率） 3.5％以上を目安と する 。  

自己株式の取得およ び消却 

取得については、 経営環境や株価の動向およ び財務状況を勘案のう え、 資本効

率の向上およ び中長 期的な視点から 配当政策を補完する 株主還元策の一つと し

て弾力的に実施する 。 発行済株式総数の10％程度を上限と し 、 それを超過する

部分は原則と し て消却する 。  

䐪 資本コ ス ト や株価を意識し た経営の実現に向けた対応について 
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Cash-in  Ca sh -ou t 

営業 C/F 

760億円 

非事業性資産の最適化 

50億円 

借入金 

240億円 

 

成長 戦略投資 

620億円 

既存事業向け投資 

100億円 

株主還元 

330億円 

 有利子負債活用も 含めた柔軟な 

財務レ バレ ッ ジコ ント ロ ール 

 生産拠点の更新・ 効率化 

 国内・ 海外生産拠点集約 

 海外向け消防車の開発 

 DXによ る 生産性向上  

 人財基盤の強化 

 M&A 

 保有意義が不十分な政策保有 

株式の更なる 縮減 

 その他非事業性資産の最適化 

 市場開拓、 商品力強化と 生産性 

改善によ る キャ ッ シュ の創出 

 CCC改善によ る キャ ッ シュ の創出 

 生産設備の維持・ 更新 

【 配当】  

 DOE3.5％以上を目安 

【 自己株式取得】  

 経営環境を勘案の上、 弾力的に実施 

2026年度-2030年度 キャ ッ シュ アロ ケーショ ン 方針 

䐪 資本コ ス ト や株価を意識し た経営の実現に向けた対応について 
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䐪 本資料の取り 扱いについて 

本資料には、 株式会社モリ タ ホールディ ングス およ びそのグループ会社（ 以下、 当社グルー

プ） に関する 将来の見通し 、 方針、 経営戦略、 目標の将来に関する 記述が含ま れていま す。  

こ れら の記述は、 資料作成日時点で入手可能な情報およ び合理的と 判断さ れる 前提に基づいて

作成さ れていま すが、 実際の業績や結果は、 経済情勢、 市場環境、 為替動向、 競争環境など の

さ ま ざま な要因によ り 大き く 異なる 可能性がある こ と にご留意く ださ い。  

ま た、 本資料に記載さ れた将来に関する 記述について、 当社グループは、 資料作成日以降に生

じ た事象など を 反映し て、 内容を 更新ま たは修正する 義務を 負う も のではあり ま せん。  

なお、 本資料は、 当社が発行する 有価証券の取得を 勧誘する こ と を 目的と し たも のではあり ま

せん。  

投資に関する 最終的な判断は、 投資家の皆様ご自身の責任において行っていただき ま すよ う お

願いいたし ま す。  

40 


